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富士川流域における減災対策協議会

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
富士川流域の減災に係る取組方針

取組実施状況
～代表事例～

平成31年4月25日

（案）

資料－２－４ 参考資料



◆平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組に関する事項

 目的：防災訓練への参加を通じた防災教育の充実
 実施日：平成３０年９月２日(日)
 実施内容：

• 指定避難所となっている甘利小学校を会場に、住民主体
の避難所運営を行う「特定地区総合防災訓練」を実施。

• 避難所の機能や防災グッツ作りなどの研修会を実施。

• 過去の地域の災害発生状況、早期避難行動の重要性等
について、小学生から高齢者まで約３００名の参加者へ
呼びかけを行った。

○ 小中学生等を対象とした水災害教育の実施
○ 出前講座を活用した講習会の実施

韮崎市
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◆情報伝達、避難計画等に関する取組

 目 的：避難準備情報によるに基づく要配者
の避難訓練の実施

 実施日：平成３０年９月２日
 完了：継続実施
 実施内容：

• 指定福祉避難所となっている社会福祉
協議会施設において避難準備情報に基
づく要配慮者の優先避難訓練を実施。

• 当該訓練は、社会福祉協議会3施設の
防災訓練を兼ねた内容で、要配慮者の
受付、エアマット・災害用トイレの使用方
法等の確認を行った。

• 要配慮者と付添い者計３８名参加。

○ 要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進

韮崎市
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◆平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

写真・図などを貼付

 目的：地域減災マップの作成を通じた地域
の危険個所の初動規定の確認

 実施：平成30年度
 完了：継続実施
 実施内容：

• 土砂災害、洪水等のハザードマップ対
象区域となっている地区において、地
域単位の減災マップを作成する事業を
実施。

• 事前講習、フィールドワークを通じて、
危険個所のチェックや地区の初動規定
の取り決めを行った。

• 市内3地区(山口・坂ノ上・湯舟地区)で
実施。

○ 地域減災ハザードマップ作成事業の実施

韮崎市
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◆平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

写真・図などを貼付

 目的：地震の際に家具類が落下し貴重な
生命や財産を失うことがないよう、
固定サービスを実施する。

 実施：平成３１年２月
 完了：継続実施
 実施内容：

• 市内に５４０名いる地域減災リーダーが
主体となり、独居高齢者宅や避難行動
要支援者名簿に記載のある家などを中
心に、家具類の固定を行った。

• Ｈ３０年度については、中田町において
固定作業を実施中。

○ 減災リーダーによる家具類固定サービス

韮崎市

※実施中につき過去写真
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◆体制確保

 目的：甲斐市地域防災リーダーの育成

 実施期間：平成30年6月13日～7月7日

 実施内容：
・「自助」「共助」による地域防災力の強化を目的とし
平成28年度から「甲斐市地域防災リーダー養成講
習」を開催。
・自治会推薦者及び一般応募者を対象に、１人につ
き全３回の講習を受講。
・講習・実習内容は、避難所運営や自主防災マップ
作成、自主防災組織による先進事例発表など。
・平成30年度 新規認定者数 48人
・甲斐市地域防災リーダー累計 187人
・講師
災害・防災ボランティア未来会
甲府地区消防本部
ＮＴＴ東日本
敷島台自主防災組織

○ 自主防災会等の強化・育成及び水防活動への参加を促進

甲斐市

自主防災マップ作成実習

応急救護訓練
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◆情報伝達等に係る機器等の整備

 目的：防災行政無線の難聴地区にある
市指定避難所へ「戸別受信機」を設置し
、関係者に対して正確な情報を伝達でき
るよう対応を図る。

 実施場所：山梨県育精福祉センター

 実施日：平成30年3月20日

 実施内容：
・施設の宿直室には、常時、関係者及
び職員が常駐しているため、宿直室へ
設置する。

・「戸別受信機」による防災行政無線か
らの情報を、速やかに宿直者は放送
設備（館内放送）を利用し、施設敷地
内に居る者へ情報伝達を図る。

○ 防災行政無線の改良、防災ラジオ等の整備

南アルプス市
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昭和町◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等

 目的：災害時に被災者となるリスクが高い障
がい者の支援組織を対象に、逃げ遅れゼロ
を目指す。

 実施日：平成3１年2月6日

 実施内容：昭和町障がい者福祉会が主催と
なり、「昭和町における防災について～自助
・共助・公助」をテーマとした町教育厚生常任
委員会との合同研修会を実施した。

会場：昭和町総合会館
参加者数：24人

○ 町障がい者福祉会と町教育厚生常任委員会との合同研修会の実施

配布資料



◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等

 目的：防災リーダーを中心に防災マップ作成
の講習を行い自主防災力向上へつなげる。

 実施期間：平成30年11月24日～平成30年11
月25日

 参加人員：講習修了者36名

 実施場所：山梨県消防学校

 実施内容：防災リーダー養成講習にて防災
マップの作成講座を行い、各自主防災会に
てマップを作成。自分たちが住んでいる地域
の実情や災害リスクを再確認してもらいなが
ら作成した。

○ 地域減災ハザードマップ作成事業の実施

中央市

防災マップ作成方法の講義

実際にマップを作成
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◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等

 目的：出水期前に、想定最大規模洪水を対
象とした、洪水ハザードマップの更新を行い
周知する事により被害の軽減につなげる。

 実施期間：平成30年6月22日～

 実施内容：平成29年に国と山梨県により想
定最大規模の降雨を前提とした洪水浸水想
定区域が公表されたことを受け、「市川三郷
町洪水ハザードマップ」を更新。このマップで
は、富士川・釜無川・笛吹川・芦川が大雨に
よって増水し、堤防が破壊された場合に、浸
水の広がる範囲とその深さを想定した「洪水
浸水想定区域」を示した。このマップを利用
することによって、町内の危険性の確認、避
難所等の確認など、その時に対する備えが
できる。新たに浸水継続時間や逃げ時チャ
ート、風水害時の防災メモを加えたので、「マ
イタイムライン」の参考資料に利用できる。

○ 想定最大規模洪水を対象とした、洪水ハザードマップの作成・周知

市川三郷町

市川三郷町洪水ハザードマップ
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◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等

 目的： 土砂災害・洪水ハザードマップを作成
し各戸に配布することで、災害による
被害の軽減や事前の防災対策が可
能となる。

 着手： 平成３０年８月２２日

 完了： 平成３１年２月２８日

 実施内容：
・ 富士川・釜無川・坪川・滝沢川が破堤し
た場合を想定した浸水範囲や浸水深を
表示。

・ 平成３１年３月２５日、町内約6,300戸に
配布。

○ 土砂災害・洪水ハザードマップの作成（見直し）

富士川町
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甲州市◆避難行動、水防活動、排水活動に資する基準等の整備に関する事項

 目的：避難地、避難所を住民に確実に伝える

 着手：平成30年12月

 完了：平成31年2月

 実施内容：
・市内11か所の公共施設表示看板に「避難
地」及び「避難所」の表示を行った。

・平成30年度までで塩山地区全避難地及
び全避難所の約9割の設置が終了した。

・今後勝沼地区及び大和地区の避難地、
避難所の表示を実施する予定。

○ 公共施設表示看板に「避難地」、「避難所」の表示
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山梨市◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等

 目的：ハザードマップを制作することにより、
市民一人一人が浸水害の被害軽減につな
げる。

 作成日：平成31年2月28日
または
 実施期間：平成30年10月4日～平成31年2月

28日

 実施内容：
・浸水想定区域の更新
・学習面の改定
・航空写真を使った自分の住んでいる場所
がわかりやすいマップ

○ 地域減災ハザードマップ作成事業の実施

作成したハザードマップ



◆渋川排水機場ポンプ設備の更新、水防団への訓練に関する取組

 目的：渋川排水機場内の排水ポンプ設備を
平成30年3月に更新し、水防団への操作勉
強会・排水ポンプ設備運転の訓練を定期的
に行い富士見地域への水害を未然に防止す
る。

 実施内容：渋川排水機場の排水ポンプ（100
ｍ3/min)×2基他施設の更新が完了。

 ポンプ更新期間：H29.2～H30.3
更新費用：約２億円

 石和分団排水機隊（水防団）へ新たな排水
ポンプの操作勉強会及び訓練を平成30年5
月に実施。

○ 水防団によるポンプ操作訓練の実施

定期的な訓練

排水ポンプ更新
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◆水害・土砂災害訓練に関する取組

 目的
関係機関が、災害などに対して共通の認

識を持ち水害被害を未然に防止する。

 実施日
平成30年6月3日(日)

 実施場所
笛吹市境川町大黒坂地区

 訓練参加者
地域住民67名、山梨県5人、市職員30人
消防団133人、警察署4人 計239人

 想定する災害
①発生要因：梅雨前線による集中豪雨
②被災想定：土砂災害

○ 関係機関が連携した実働水防訓練の実施

笛吹市

※防災知識や避難方法についての学習や土砂災害
の危険地域についての確認をしました。

※各機関ごとに情報収集と集約を行うとともに関係機
関と情報共有を行いました
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甲府市◆水防：的確な水防活動のための取組（点検強化）

 目的：
出水期にあたり河川の氾濫及び土砂災害等
の発生の恐れのある危険箇所の巡視・点検
等を一層強化するとともに、水防関係機関と
の情報連絡体制の強化を図る

 実施日：平成31年6月22日

 実施内容：
・河川管理者と連携を図る中、水防危険箇
所の巡視を実施

・危険箇所の巡視等により発現された不具
合箇所の提言

○ 水防連絡部会等による水防団等との合同巡視の実施

巡視箇所の確認

巡視の実施

巡 視 箇 所



◆的確な水防活動のための取組 体制確保

 目的：出水期前に開催することで、正確な情
報の入手方法や、水害を正しく学ぶことによ
り、各自の対策を考えてもらう。

 実施日：平成30年6月29日

 実施内容：
・内容：甲府地方気象台職員を講師に、水
害の他、各種気象災害の影響、気象情報
の入手方法、避難方法などの防災・減災対
策を学ぶ。
・会場：身延町中富総合会館
参加人数：５５名（自主防災組織対象）

・ねらい：基本から学習することで、災害を
正しく理解してもらい、各自主防災組織に
おける災害対応に生かしてもらう。

○ 自主防災組織を対象とした防災研修会の実施

身延町

気象台職員による説明

研修会場全体の様子
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◆情報伝達、避難計画等に関する取組に関する事項

 目的：地域防災力の強化
 開催：平成30年6月26・28日、7月3・5日
 参加人数：約290人
 実施内容：避難所運営図上訓練

【研修内容】
避難者の年齢・性別等それぞれが抱える事

情が書かれたカードを、避難所に見立てた平
面図にどれだけ適切に配置できるか自主防災
会毎に体験した。

【意見交換】
避難者をどこに配置するか、通路をどこに作

るか等、避難所で起こりうる様々な出来事にど
う対処していくかを意見を交わしながら訓練を
実施した。

○ 避難情報に関する意見交換会の実施

南部町
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◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等）

住民の防災意識向上のための取組

●富士山まちづくり出前講座

・ 富士宮市内房小学校 ６年生

・ 風水害について

・ 洪水想定区域図を用い危険区域を把握

社会経済被害の最小化のための取組

●水防訓練の実施

○ 自治会を対象とした防災研修会の実施、水防訓練の実施

富士宮市

19



◆体制確保

ふじBousai ２０１８

 目的：
市内で起こり得る自然災害に関する「知識」を学び 地震

体験車や初期消火などを実践的に「体験」し、参加者が学ん
だ「知識」と「体験」を、各家庭や職場、自主防災会の防災対
策につながる効果的な防災・減災イベントを開催した。

 実施日：平成30年11月17日（土）

 会場 ：ふじさんめっせ

 内容
•体験エリア

自衛隊による炊き出し、地震体験車、
応急手当、負傷者の搬送方法、家具の固定
災害食クッキング体験
なりきり写真撮影会（自衛隊・消防士ほか）

•知識エリア
ガリバーマップで富士市の災害を知ろう！
防災関係機関や市防災関係部署のパネル展示

•防災グッズエリア
防災グッズの展示・販売、商品のプレゼンテーション

•ステージエリア
こども防災チャレンジ、講演ほか

○ 自主防災会等の強化・育成及び水防活動への参加を促進

富士市

災害対策車両展示（トイレ トレーラー）

河川課・水防団 展示ブース
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◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等

 目的：大雨時等における円滑かつ迅速な避難の確保
を図るため、要配慮者利用施設の避難計画の作成及
び訓練の促進を支援する

 実施期間：平成30年３月から

 実施内容：
＜避難確保計画の作成支援＞
・学識者による研修会
・施設管理者（事業種ごと）向け説明会
・専用Webサイトの開設、作成手引き・計画ひな形提供

計画提出状況：599/711施設 （提出率84%，H31.2末）

＜施設の訓練支援＞
・防災メールによる情報伝達訓練（約3.5万人）
・浸水や土砂災害の恐れがある個々の事業所に対する
実動訓練支援

○ 要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進

静岡市

⽜⼭静岡⼤学教授による研修会

浸⽔が予想される就労継続⽀援事業所の訓練⽀援 21



◆平時からの住民への周知・教育・訓練に関する取組

 目的：小学生を対象に、川で遊ぶためのル
ールや水難事故にあわないための知識を学
んでもらう。

 実施
平成30年6月14日 南湖小学校（中北）
平成30年6月15日 明野小学校（峡北）
平成30年6月22日 大塚小学校（峡南）
平成30年6月27日 御坂東小学校（峡東）

 実施内容
・川で遊ぶ際の注意事項について説明し、
チラシを配布した

・簡易雨量計を用いて降雨量の観測方法を
説明し学習してもらった。

・ダムの役割について説明した。

○ 小学生等を対象とした水災害教育の実施

山梨県

6月22日 峡南建設事務所実施状況

6月14日 中北建設事務所実施状況
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◆水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

 目的：重要水防箇所の見直しを行い、位置・
評定基準を詳細に取り纏め台帳を作成する
ことにより、有事の際、素早い対応につなげ
る。

 実施期間：平成31年3月
～平成31年5月予定

 実施内容：
・重要水防箇所の詳細な位置の確認
・評定基準による見直し
・台帳の作成
・水防管理団体との情報共有

○ 重要水防箇所の見直し

山梨県
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◆セミナー・防災教育・訓練、計画策定等

 目的：主に県内の小学4年生を対象に、河川
管理者が発表する避難に資する情報の意味
を正しく理解し、その情報の入手先や入手方
法を知ることにより、水災害等に対して適切
な避難行動が判断できるよう啓発するもの。

 実施期間：通年

 実施内容：
・行政等の水防業務の概要（水防団、市町
及び県の役割）
・サイポスレーダーによる雨量、水位情報
の入手方法（雨量、水位グラフの見方）
・河川管理者の発表情報と市町の発令情
報（避難勧告・指示など）

 実施場所、参加人数：
・県庁「土木防災情報センター」
・全61回、全3,238人（大人も含む）

○ 小中学生等を対象とした水災害教育の実施

静岡県

県庁見学会の様子

静岡県土木総合防災情報「サイポスレーダー」の主要な機能

① 雨量・水位情報 ：県内各地の雨量計・水位計のデータをリアルタイム表示

② 気象情報 ：大雨注意報や洪水警報等の気象注意報・警報を表示

③ 防災情報 ：台風情報、津波情報、土砂災害警戒情報を表示

④ ライブカメラ ：県及び国の監視カメラ（河川等）の静止画像を表示

⑤ ピンポイント天気予報：最大42時間先までの詳細な天気予報を市町別に表示

① 雨量・水位情報（水位グラフ） ④ ライブカメラ（出水状況）

サイポスレーダー（トップ画面）
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◆防災・気象情報等の配信方法の充実・精度向上等

目的
・早めの避難行動を後押し
・前日の夕方の時点で、夜間から
明け方の大雨の見込みについて
把握

実施日：平成30年6月

実施内容
・降水短時間予報をこれまでの6
時間先までから15時間先までに
延長

○PC、スマートフォンで防災・気象情報の配信：降水短時間予報の改善

気象庁
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◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等 国土交通省
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 目的：富士川沿川自治体の首長（防災担当職員含む）
と甲府河川事務所長（河川系管理職員含む）の出水時
における情報共有のためのホットラインを実施。

 実施日：平成30年5月11日

 実施内容：
・水防連絡部会の全市町（全16市町）にホットラインを
実施

 取組による効果、ポイント
・水位状況に即したホットラインを実施するために、現
在の水位情報、氾濫危険水位到達の見込み、今後
の対応などについて情報共有を実施。

・昨年度の演習をを踏まえ、所内の災害対策室内の
レイアウトや班内の役割明確化することにより、訓練
開始直後からより迅速な訓練が出来た。

○ 洪水対応情報伝達演習

事務所長によるホットライン

破堤箇所の対応について議論



◆逃げ遅れゼロに向けた実施機関の協働・支援等 国土交通省
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 目的：広域避難の必要性と今後の課題を検討する

 実施日・実施場所：
平成30年10月24日（水） 山梨県庁
平成30年11月26日（月） 中央市役所玉穂庁舎

 実施内容：
・立ち退き避難が必要な地区と、指定避難所の利用
可否判定結果を確認した。
・避難所収容人数の見直しを行った。
・本勉強会で対象とする広域避難基本検討における
設定条件のもと広域避難者数の算出や、避難の方
向性を評価した。

 取組による効果、ポイント
・避難判断基準等検討支援システムを用いてリアル
タイムで検討内容を反映し、検討を支援。

○ 広域避難に関する調整、避難経路の検討及び支援

課題について意見交換

勉強会の様子


